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評議員選任・解任委員会運営規則 

 

(目 的) 

第１条 この規則は、社会福祉法人ぐりーんろーど（以下「この法人」という。) 定款第６

条第１項に基づき設置する評議員選任・解任委員会（以下、「委員会」という。) の

運営に関する必要な事項を定め、もって委員会の適正かつ円滑な運営を図ること

を目的とする。 

 

(任 務) 

第２条 委員会は、この法人の評議員の選任及び解任を行うことを任務とする。 

 

(委員の選任等) 

第３条 委員会は、定款第６条第２項に規定する委員会委員(以下、｢委員｣という。) で

構成する。 

２ 監事からの委員を選任するに当たっては、監事による互選とし、事務局からの委員

は、この法人の職員の中から選任する。 

３ 外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において選任する。 

（１） この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を

含む。）の役員又は使用人 

（２） 過去に前号の規定に該当することになったことがある者 

（３） 第１号又は第２号に該当する者の配偶者、３親等内の親族、使用人（過去に使

用人となった者も含む） 

４ 委員会に､事務処理のため事務局を置き､職員１名を配置する。 

５ 職員は、この法人の職員と兼務することを妨げない。 

６ 前項の場合、職員は理事長が理事会の承認を得て選任する。 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、選任後４年以内に終了する会計年度のうち、最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

 

（委員の解任） 

第５条 委員が各号のいずれかに該当するときは、理事会において、理事現在数の３

分の２以上の議決により、理事長がこれを解任することができる。 

（１） 心身故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき 

（２） 職務上の義務違反、その他委員たるにふさわしくない行為があると認められる
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とき 

 

（委員長） 

第６条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は委員の互選により選任する。 

３ 前項により選任された委員長は、この委員会の会務を総理する。 

  

(招 集) 

第７条 委員会の招集は、理事会において決定し、理事長が行う。 

 

(招集通知) 

第８条 委員会の招集通知は、会議の開催日の１週間前までに、各委員に対して、会

議の日時、場所及び会議の目的である事項を記載した書面を発しなければならな

い。ただし、委員の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催するこ

とができる。 

 

(議 長) 

第９条 委員会の議長は、委員の互選とする。 

 

(情報提供) 

第１０条 理事長は、委員会における審議に当たり、以下の情報を提供しなければなら

ない。 

（１） 評議員候補者の経歴及び候補者とした理由 

（２） この法人及びこの法人の理事又は監事との関係 

（３） その他の評議員候補者に関する情報 

 

(評議員の選任方法) 

第１１条 委員会の選任決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２  委員会に提出する評議員候補者の推薦は、理事会が行う。 

３  評議員の選任は、原則として候補者１名ごとに行い、少なくとも外部委員１名を含

む出席委員の過半数の賛成がなければ行うことができない。 

４  出席委員の全員が賛成した場合は、候補者全員を対象として選任を行うことがで

きるものとする。 

５  委員会の決議には、委員長も参加する。 

 

（評議員の解任方法） 
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第１２条 委員会の解任決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 委員会に提出する評議員解任の提案は、理事会が行い、評議員として不適任とし

た理由を委員に説明しなければならない。 

３ 委員会は、解任の提案をされた被解任評議員に弁明の機会を保障する。 

４ 評議員の解任は、少なくとも外部委員１名を含む出席委員の過半数の賛成がなけ

れば行うことができない。 

５ 委員会の決議には、委員長も参加する。 

 

(議事録) 

第１３条 委員会は、議事終了後速やかに議事録を作成し、議長及び出席した委員の

全員が署名押印し、理事会に提出しなければならない。 

２ 委員会の議事録は、次の事項を内容とするものでなければならない。 

（１） 委員会が開催された日時及び場所 

（２） 委員会の議事の経過の要領及び結果 

（３） 委員会に出席した理事の氏名 

（４） 委員会の議長の氏名 

３ 議事録は､会議の日から１０年間この法人の主たる事務所に備え置かなければなら

ない。 

 

(報 酬) 

第１４条 委員には、その地位のみに基づいては、報酬を支給しない。 

２ 委員の報酬額は、１日につき５，０００円及び実費弁償費３，０００円とする。 

３ 前項に定める報酬は、法人又は施設から給与を支給される者は除く。 

４ 委員への報酬の支給方法は、毎月１５日締め当月２５日銀行振込にて支払うものと

する。 

 

（事務局） 

第１５条 委員会の庶務的事項は、この法人の法人事務局において行う。 

 

(改 廃) 

第１６条 この規則の改廃は、理事会の議決を経て行うものとする。 

 

 附 則 

この規程は、平成２９年３月１１日より施行する。 

（平成２８年１２月１９日開催の第４回理事会にて承認） 


